
(この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください)

千円

国　庫 分担金
支出金 負担金

前年度 17,805 0

要求額 17,908 0

決定額 17,908 0

商工労働部　産業人材課　人材確保係 電話番号：058-272-1111(内3681)

E-mail：c11369@pref.gifu.lg.jp

（２）事業内容

0 0 0 0

２ 要 求 内 容

収　入
その他 県　債

0 0

0

18,091

18,091

0 0 0 0

事業費

35,795

寄附金

0

一　般

①Ｕターンをテーマとしたプレ就活イベントの実施（学生向け、保護者向け）
　愛知県内の大学に進学した県出身学生を対象に、岐阜県で働く魅力をＰＲし、学生と県
内企業の交流の場となるＵターン促進イベントを実施する。また、オンラインイベントで
は、県外に進学した学生に対して広く企業の情報発信を行い、Ｕターン就職を促す。
　保護者に対して、現在の就職活動に関する情報、県内就職の魅力の紹介等を行う。
②未内定学生・第２新卒等の若年求職者を対象とした合同企業説明会の開催
　就活戦略見直しセミナー、採用意欲のある企業が参加する就職に直結した合同企業説明
会を開催する。
③各県外大学の特性に応じたキャリアセンター連携によるプレ就活事業の実施
　協定締結大学や県出身学生が多く在籍する大学を中心に、専攻や志望の多い職種等の各
大学の特性を踏まえたうえで県内企業、Ｕターン就職情報を提供する。
④ＳＮＳを活用し、ＷＥＢによる情報発信を強化
　県内企業の紹介、イベント情報、就活サポート情報等の提供し、就活支援常設サイトへ
誘導する。

0 0 0

岐阜県では、進学時に流出する若者が多く、大学進学者の８割近くが他県の大学に進学す
るが、愛知県の大学に進学する若者は５割で圧倒的に多い。一方、県外へ進学した者の県
内就職率（Ｕターン率）は、３割程度だが、愛知県への進学者を中心にＵターン者が増加
傾向にある。また、コロナ禍による不十分な就職活動によるミスマッチや、原油価格、物
価の高騰等の影響などによる就業継続への不安等の理由により、転職を視野に入れる若年
求職者が増加する一方で、企業側も新卒一括採用から通年採用への切り替えなど、中途採
用に意欲的なっており、県内企業の人材確保の推進にとって、新卒だけではなく、第２新
卒を含めた２０代へのUターン就職に向けたアプローチの強化が重要である。
 
 

35,999

35,999

（１）要求の趣旨（現状と課題）

（各課様式１）

使用料 財　産区  分

手数料

予 算 要 求 資 料

令和５年度当初予算 支出科目 款：労働費　項：労政費　目：雇用促進費

 ＜財源内訳＞

事 業 名 Uターン就転職活動応援事業費

財　源

17,990

財 源 内 訳

(前年度予算額： 35,79535,999１ 事 業 費 千円)



（３）県負担・補助率の考え方

（４）類似事業の有無

４

　Ｕターン施策の観点から、県が事業主体となることが妥当である。

（３）後年度の財政負担

３ 事業費の積算 内訳

合計

金額

35,816

42

事業内容の詳細

Uターン就転職活動応援事業委託料

業務旅費

旅費 140 費用弁償、業務旅費

需用費 1 会議費

 国費１／２（地方創生推進交付金充当予定）、 県費１／２

無

（４）事業主体及びその妥当性

決定額の考え方
　

４ 参 考 事 項

（１）各種計画での位置づけ

　学生や若年求職者を取り巻く就活環境に応じて事業内容を見直しながら継続的に実施。

（２）国・他県の状況

事業内容

委託料

報償費

【「清流の国ぎふ」創生総合戦略】
　Ⅲ．具体的な施策　１．ひとを育む　(5)地域経済を支える人材の育成・確保

【岐阜県成長・雇用戦略２０１７】
　 ２　各重要プロジェクト
[１]産業人材確保対策プロジェクト

　４３道府県がＵターン対策として就職相談会や企業説明会等を開催している。

35,999



（県単独補助金除く）

□

■

・何をいつまでにどのような状態にしたいのか

事業開始前 R3年度
(R2) 実績

31.0% 33.0%

令
和
３
年
度

（これまでの取組内容と成果）

令
和
４
年
度

令和６年度当初予算にて追加

指標① 目標：＿＿ 実績： ＿＿ 達成率： ＿＿ ％

令
和
５
年
度

令和７年度当初予算にて追加

指標① 目標：＿＿ 実績： ＿＿ 達成率： ＿＿ ％

①Ｕターン率

35.0% 39.0% 50.0% 66.00%

指標名
R4年度 R5年度 終期目標
目標 目標 (R7) 達成率

（目標の達成度を示す指標と実績）

事 業 評 価 調 書

新 規 要 求 事 業　

継 続 要 求 事 業

１ 事業の目標と成果

（事業目標）

　協定締結大学、愛知県内の岐阜県出身学生が多く在籍する大学等と連携し、県外に
進学した若者の岐阜県への呼び戻しを促進する。



・事業が直面する課題や改善が必要な事項

組み合わせて実施する理由
や期待する効果 など

・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのよ
うに取り組むのか
　若者の県外流出を食い止め県内企業への人材確保を推進するために、今後も積極的
にＵターン就職を促進する施策を展開していく必要がある。

（他事業と組み合わせて実施する場合の事業効果）
組み合わせ予定のイベント
又は事業名及び所管課 【○○課】

（事業の評価）

・事業の必要性(社会情勢等を踏まえ、前年度などに比べ判断)
　３：増加している ２：横ばい １：減少している ０：ほとんどない

（次年度の方向性）

・事業の有効性(指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか)
　３：期待以上の成果あり
　２：期待どおりの成果あり
　１：期待どおりの成果が得られていない
　０：ほとんど成果が得られていない

(評価)

・事業の効率性(事業の実施方法の効率化は図られているか)
　２：上がっている １：横ばい ０：下がっている

(評価)

（今後の課題）

　県出身大学生が多く在籍する大学との連携やＳＮＳ等の発信により、積極的かつ効
果的に就職活動を継続している県出身学生等へのアウトリーチを行い、県内企業への
就職に向けたフォローを行う必要がある。

(評価) 　コロナ禍を受けて、Ｕターン就職への関心が高まる中、就職活動中の県出
身学生等に対して、企業情報、就活情報を提供していく必要性は高く、あわ
せて、県内企業で働く魅力を発信することで、県外学生等の呼び戻しを図
る。

３

２ 事業の評価と課題


